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県税賦課徴収費 ○ ― ― 9 ○ 766,422 22,464 375 743,583 ○ ○ ○ △ 13,463

地方税電子化協議会 ○ Ｈ16 11 2 ○ 19,358 0 0 19,358 ○ ○ ○

OSSシステム運営事業 ○ Ｈ17 10 1 ○ 598 0 0 598 ○ ○

徴収強化対策推進事業 ○ Ｈ18 9 1 ○ 3,761 0 835 2,926 ○ ○ ○

不正軽油流通防止対策事業 ○ Ｈ18 9 1 ○ 4,534 0 0 4,534 ○ ○ ○ ○

福井県地方税滞納整理機構運営事業 ○ Ｈ21 6 1 ○ 3,438 0 2,957 481 ○ ○ ○

6 0 0 15 6 0 798,111 22,464 4,167 771,480 2 1 0 0 0 0 0 1 1 1 3 1 1 1 0 0 0 5 0 1 0 0 0 0 0 △ 13,463

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般

課・室名 税務課 （単位：千円）

事務区分

平成
２６年度
予算額

 財源内訳 活動指標1結果分類

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

9 □ ■ ― 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ ― 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

468,551 434,873 463,511 833,255

477,246 452,820 471,665 820,793

468,767 445,483 462,979 815,259

90,688,124 85,796,648 92,657,063 91,802,826

97.0 96.9 97.1 97.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 県税賦課徴収費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

県税の賦課徴収に要する経費

［事業内容］

納税協力報償金　県税賦課徴収経費　税務電算システム維持管理費・再開発等事業
自動車二税申告書記入等委託事業　税務職員研修事業　税務協会等補助金　県税の収納機会の拡大　租税教育推進事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 736,424 16.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 766,422 24.4%

決 算 額 の 推 移 25.0%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 県税収入額 0.6% Ⅱ

指標 県税徴収率 0.1% 目標：９７．３％ Ⅱ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 766,422 H25　納税通知書の封筒に一般事業者の広告を掲載し、広告収入を確保
　　 　税務職員研修について、会場使用料等を節約することにより予算削減
　　 　税務協会補助金について、事業内容の見直しにより予算削減
H26　たばこ優良小売店への表彰を廃止財源内訳

国　　　　　庫 22,464

その他特定財源 375

一　般　財　源 743,583

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
県の自主財源を確保するための経費であり、必要不可欠である。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後とも適正な賦課徴収事務の推進を図り、税務職員一人ひとりが貴重な自主財源である県税収
入を確保するという使命を認識し、事業の廃止や業務内容の見直し等、効率的な事務運営を図っ
ていく。その事業内容の見直しの一環として、税務協会に対する委託事務、税務職員研修などの
経費を削減した。

見　直　し　額 △ 13,463 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

2 □ ■ Ｈ16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

36,142 20,154 18,113 14,245

27,122 9,282 10,021 14,245

26,677 9,281 9,888 14,233

1,801 2,835 1,961 696

9,472 13,133 14,822 16,210

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 地方税電子化協議会 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

地方税の電子申告システムの全国共同開発、共同運営に参加し、納税者の利便性の高い地方税の電子化を推進する。

［事業内容］

「地方税電子化協議会」に参画し地方税電子申告システムの導入、運営
平成18年1月法人二税より電子申告開始

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 20,101 △ 8.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 19,358 5.1%

決 算 額 の 推 移 △ 4.9%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 登録法人数（新規） △ 12.6% 法人二税電子申告登録法人数 Ⅳ

指標 申告件数 20.3% 法人二税電子申告件数 Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 19,358

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 19,358

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　申告件数は年々増加傾向にあり、平成２５年度末の利用率（納税義務者である全法人数２０，
７０６に対する登録法人累計数１４，６２５）は約７１％に達するなど、順調に推移している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後さらに利用者に対する利便性の向上を地方税電子化協議会と協議しながら、１件当たりの
費用対効果を高めるなど、効率の良い運用を目指す。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

1 □ ■ Ｈ17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

3,781 598 598 1,551

3,781 598 598 1,551

3,781 598 598 1,551

24.89% 50.76% 58.95% 60.91%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 OSSシステム運営事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

自動車を保有するための多くの手続きを、インターネットを通じて２４時間、休日でも簡単に手続きを行うことができる「ＯＳＳ(自動車保有関係手続のワンストップサービス)システム」を導入し、国民
負担の軽減を図る。

［事業内容］

当初、平成１９年１月より新車新規登録手続き、平成２０年２月より継続検査を含む全手続に関して全国的な「ＯＳＳシステム」の導入を目指し、「ＯＳＳ都道府県税協議会」に対する費用負担を行って
きた。しかしながら、先行県における利用率の低迷により、導入が延期されてきたが、平成２３年度の利用率が５０％を超え、また平成２７年度からは全国的に納税確認システムの利用が開始され、平成
２９年度に共同利用型ＯＳＳシステムが導入されることから、それぞれの稼働時に合わせて導入することとする。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 598 3.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 598 3.4%

決 算 額 の 推 移 25.1%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 ＯＳＳ利用率（先行１０県） 41.1% Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 598 国のOSSの稼動スケジュールが変更となり、全手続きの稼動が平成２４年度以
降へと延期された。平成２３年度に利用率が５０％を超え、また平成２７年度から
は全国的に納税確認システムの利用が開始され、平成２９年度に共同利用型Ｏ
ＳＳシステムが導入されることから、それぞれの稼働時に合わせて導入すること
とする。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 598

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
利用率の低迷から、全国稼働が見通せない状況にあったが、平成２５年度に６０％を超え、
普及が浸透してきた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

納税確認システムおよび共同利用型ＯＳＳシステムの稼働時に合わせて導入することとする。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

1 □ ■ Ｈ18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

8,358 5,869 4,908 4,183

4,129 4,298 3,923 3,394

1,629 2,348 1,659 1,170

40 61 43 62

80.0 80.3 86.0 69.4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 徴収強化対策推進事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

県税の収入率向上および納税者の公平性の確保を図る。

［事業内容］

・財産調査および差押えの重点実施
　　悪質滞納者に対する財産調査、捜索、差押えの重点実施
・公売の推進
　　市町との連携による不動産合同公売、インターネット公売の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,745 △ 11.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,761 △ 1.8%

決 算 額 の 推 移 △ 4.9%

活動 県税徴収困難案件引受件数 34 5.5% 県税事務所から納税推進室が引受した県税徴収困難案件数 Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 県税徴収困難案件処理率 △ 3.9% 引受案件のうち、年度内に完納・分納・差押（交付要求中を含む）に至った件数の割合 Ⅲ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,761

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 835

一　般　財　源 2,926

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
県税収入および税の公平性の確保に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

自主財源である県税の確保や徴収技術向上のため、今後も必要であり、不動産合同公売など取組
みを進めるとともに、効率的な執行に努める（11月に県と4市町と合同で不動産公売を実施）。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

1 □ ■ Ｈ18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

7,728 7,002 6,927 6,012

5,698 6,071 5,504 4,631

4,723 5,174 4,425 3,487

3 3 3 3

813 972 734 568

8,039,769 8,255,967 8,241,593 8,001,558

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 不正軽油流通防止対策事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

石油販売業者や大口需要者等に対する調査を強化して、あわせて不正軽油に対するＰＲ活動等を行うことにより、不正軽油の県内への流入を防止し、県税の確保を図る。

［事業内容］

・ＰＲ活動および研修会の実施
・不正軽油の流通を防止し、軽油引取税の適正な課税を図るために県内全域の石油販売者等に対する調査の実施
・不正が疑われる軽油の詳細分析、監視、追跡・購入経路の詳細調査・利用者に対する指導等の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 6,086 △ 5.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,534 △ 5.2%

決 算 額 の 推 移 △ 8.7%

活動 不正軽油撲滅啓発展開催回数 3 0.0% Ⅱ

事業効果 指標 軽油抜取検査数（検体数） △ 9.2% Ⅳ

の推移 成果 軽油引取税調定額（千円） △ 0.1% Ⅲ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,534 平成25年度から「不正軽油流通防止対策事業」と「不正軽油対策強化事業」を整
理し、「不正軽油流通防止対策事業」に一本化。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,534

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
軽油引取税の適正な賦課に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

軽油引取税の適正な賦課徴収の為に、一本化した「不正軽油流通防止対策事業」を着実に展開し
ていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 税務管理 Ｇ

1 □ ■ Ｈ21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

3,604 7,308 4,961 4,114

3,585 4,503 3,332 3,522

2,879 3,767 2,186 2,412

466 1,129 1,110 1,134

94.0 88.7 87.5 85.7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 税務

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県地方税滞納整理機構運営事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

・県と17市町が共同して厳正な滞納整理を実施することにより、税の公平性を実現し、歳入の確保を図る。

［事業内容］

・個人住民税をはじめとする市町税の収入率の向上を図るため、県と市町の職員で構成する共同徴収チームによる滞納整理を行う。
・福井県地方税滞納整理機構において蓄積したノウハウ等を市町と共有し、徴収技術の向上を図るため研修会等を実施する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,982 12.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,438 0.7%

決 算 額 の 推 移 △ 0.3%

活動 市町税徴収困難案件引受件数 1,671 47.5% 各市町から滞納整理機構が引受した市町税徴収困難案件件数（22年度は9市町、23年度以降は16市町から） Ⅰ

事業効果 指標 目標：引受件数１，５００件

の推移 成果 市町税徴収困難案件処理率 △ 3.0% 引受案件のうち、年度内に完納・分納・差押（交付要求中を含む）に至った件数の割合 Ⅲ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,438

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,957

一　般　財　源 481

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
・市町税および個人県民税の収入および税の公平性の確保に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

・各市町からの意見も踏まえ、共同徴収の体制等について見直し、平成26年度から各市の併任職
員を2人に増加（うち福井市と敦賀市は2名常駐）するなど、共同徴収の体制を強化することによ
り、個人県民税の徴収対策として今後も重要である。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－６－


